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１ 基本構想の位置づけ 
        強化法第 5 条   強化法第 6 条 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 策定手順 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県基本方針 町基本方針 農業経営改善計画の認定 

農業経営基盤強化促進事業の実施 

1)概ね 5 年ごとにその後 10 年間について策定 

 （平成 17 年度に策定、目標は平成 26 年度） 

2)農業会議の中央会の意見聴取 

3)策定後公表 

1)町基本構想の期間について策定 

 （平成 17 年度に策定、目標は平成 26 年度） 

2)農業委員会、農業協同組合の意見聴取 

3)策定後公告 

基礎データ 
（ｾﾝｻｽ等） 

農業経営基本的指標設定 
① 所得 
② 労働時間 

農業経営体の育成別 
① 個人経営体 
② 組織経営体 
③ 新規就農者等 

農業経営目標 
① 経営規模 
② 技術体系 
③ 地区区分 
④ 営農類型 

農用地の利用集積目標 
① 農用地利用シェア 
② 農用地の流動化必要面積 
③ 作業受託面積 

青年等就農計画の認定 
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３ 基本方針の主要指標 
区       分 町の方針 

１ 所得目標 
 (1)育成する農業経営体 
  ①主たる従事者の所得 
  ②世帯当たりの農業所得 
 (2)育成する新規就農者等 
  ①主たる従事者の所得 
  ②世帯当たりの農業所得 

 
 

380 万円～480 万円程度 
500 万円～600 万円程度 

 
190 万円～240 万円程度 
250 万円～300 万円程度 

２ 労働時間 
 (1)育成する農業経営体 
 (2)育成する新規就農者等 

 
1 人当たり概ね 2,000 時間程度 
1 人当たり概ね 2,000 時間程度 

３ 農業経営体の育成数 
(1)個別経営体 

 (2)組織経営体 

 
315 経営体 
 8 経営体 

４ 農業経営の基本的指標 
 (1)育成する農業経営体 
  ①経営規模 
  ②技術体系 

③地区区分 
④営農類型数 

   ｱ)個別経営体 
   ｲ)組織経営体 
 (2)育成する新規就農者等 
  ①経営規模 
  ②技術体系 

③地区区分 
④営農類型数 

 
 
目標所得を確保し得る経営規模 
最新技術を駆使して到達できる水準 
地区区分はしない 

8 類型 
7 類型 
1 類型 

 
目標所得を確保し得る経営規模 
基本技術の励行により到達できる水準 
地区区分はしない 
7 類型 

５ 担い手の農地利用シェア 
 (1)農用地利用シェア 
   うち水田シェア 
 (2)農用地の流動化必要面積 
   ①新たな取得地 
   ②現在の借地 
   ③新たな借地 
 (3)作業受託面積 

 
40% 
30% 

1,106ha 
 140ha 
 566ha 
 400ha 

     65ha 
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（１）所得目標 

① 主たる従事者一人当たり年間農業所得 

他産業従事者の生涯所得を基に、農業者年金・主たる従事者として、所得を得る期間(38 年)の

実態を加味して算出し、主たる従事者の所得を 380 万円~480 万円程度とする。 

新規就農者等については、380 万円～480 万円程度の５割として設定し、190 万円～240 万円程

度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ｱ)他産業従事者の生涯所得=ｻﾗﾘｰﾏﾝの生涯賃金＋退職金＋年金受給額 

   198,771 千円=164,601 千円+15,262 千円+18,908 千円 

 ・ｻﾗﾘ-ﾏﾝの生涯賃金=年間支給額×45 年分(20～64 才) 

   164,601 千円=3,657.8 千円×45 年 

 ・退職金=全国の退職金×青森県平均年収÷全国平均年収 

   15,262 千円=21,753 千円×3,657.8 千円÷5,213.3 千円 

 ・年金受給額=受給年額×受給期間(65～76.3 才 (平均寿命)) 

   18,908 千円=1,673.3 千円×11.3 年 

ｲ)農業者年金 

  年金受給額=受給年額×受給期間(65～76.3 才 (平均寿命)) 

   15,005 千円=1,327.9 千円×11.3 年 

ｳ)主たる従事者として所得を得る期間 

  農業従事期間(45 年間)を 1 期(20～26 才)、2 期(27～57 才)、3 期(58～64 才)に分け、所得

は、1 期は父親と(本人：1/3)、3 期は後継者(本人：2/3)と所得を案分することとし、農業に正

味従事する期間を 38 年(3 期=次世代の 1 期)とする。 

 
② 世帯当たり農業所得 

 主たる従事者の農業所得と補助従事者の年間農業所得、補助従事者数(1.3)の実態を加味して算

出し、世帯当たり農業所得を 500 万円~600 万円程度とする。 

新規就農者等についても、主たる従事者の農業所得と補助従事者の農業所得、補助従事者数を

考慮して目標設定し、250 万円～300 万円程度とする。 

 

※ 主たる従事者の所得 

主たる従事者の所得=（他産業従事者の生涯所得－農業者年金） 

÷主たる従事者として所得を得る期間 

4,800 千円≒（198,771 千円－15,005 千円）÷38 年 

  他産業の所得の減、稲作所得の減などを考慮して、目標所得の下限を 380 万円（≒480 万円×80％）

に設定。 

 

※ 主たる従事者の所得（新規就農者等） 

380～480 万円×50%＝190～240 万円 
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ｱ)補助従事者の年間農業所得 

 （主たる従事者の半分の労働時間を米生産費調査による時間単位で評価） 

 補助従事者の年間農業所得=平成 16 年時間単位×賃金水準の変化率÷100×1,000 時間 

   1,079 千円≒1,137.6 千円×94.9÷100×1,000 時間 

ｲ)補助従事者（2010 年農林業センサスより、2.5～3.0ha までの販売農家を対象として算出） 

  補助従事者数=自営農業が主の人÷販売農家戸数－主たる従事者 

   1.3 人≒(288 人÷121 戸)－1 人 

 
（２）労働時間 

他産業並みの労働時間を基に算出し、概ね 2,000 時間程度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３）農業経営体の育成数 

   平成 22 年度の農地流動化実績等に基づき、認定農業者・基本構想水準達成者・今後育成すべき

農業者（個別経営体）を基に、今後、10 年後の担い手農家数は、323 経営体と推定される。 

 

 

 

  

 

 

 

※ 世帯当たり農業所得 

世帯当たりの農業所得=主たる従事者の所得+（補助従事者の年間所得×補助従事者数） 

6,000 千円≒4,800 千円+(1,079 千円×1.3 人) 

 

※ 世帯当たりの農業所得（新規就農者等） 

世帯当たりの農業所得=主たる従事者の所得+（補助従事者の年間所得×補助従事者数） 

2,500 千円≒1,900 千円+(1,079 千円×50%×1 人) 

3,000 千円≒2,400 千円+(1,079 千円×50%×1 人) 

※ 労働時間 

労働時間=他産業の月労働時間(平成 20 年賃金構造基本統計調査報告書)×12 ヶ月 

 2,000 時間≒165 時間×12 ヶ月 

 

※ 労働時間（新規就農者等） 

労働時間=他産業の月労働時間(平成 20 年賃金構造基本統計調査報告書)×12 ヶ月 

 2,000 時間≒165 時間×12 ヶ月 

※ 今後育成すべき経営体数 

今後育成すべき経営体数=育成すべき経営体数＋{（育成すべき経営体×増加率）－（育成すべき経営体

数×販売農家戸数減少率）}×10 年＋新規就農者目標数 
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・今後育成すべき経営体数の推移                     （単位：経営体数.%） 

区        分 H17 年 H18 年 H19 年 H20 年 H21 平均 

認定農業者 110 170 211 211 213 

5 ヶ年 

平均 

特定農業法人(認定農業者) 0 0 0 0 0 

特定農業団体 0 0 0 1 2 

基本構想水準達成者 0 0 0 2 2 

今後育成すべき農業者 300 241 198 198 196 

計 410 411 409 412 413 

増加数 － 1 －2 3 1 

増加率 － 0.24 －0.48 0.73 0.24 0.18 

 
・販売農家戸数の推移                             （単位：戸.%） 

 
・新規就農者目標数 

  近年１名ずつ新規就農者がみられた。 

 
・個別経営体 

   個別経営体は、農業経営体の育成数から組織経営体数を引いた 315 経営体とする。 

   ※個別経営体数=農業経営体の育成数－組織経営体数 

        315 経営体=323 経営体－8 経営体 

   ※組織経営体 

        当町は、8 経営体です。 

 
（４）農業経営の基本的指標 

  ①経営規模 

    ・目標所得を確保しうる規模とする。 

 
  ②技術体系 

    ・自立経営体が最新技術を駆使して到達できる水準とする。 

 
  ③地区区分 

    ・地区は定めないこととする。 

 

区     分 H12 年 H17 年 H22 年 備        考 

販売農家戸数 2,004 1,720 1,475  

減少数 － －284 －245 年減少率=(－284－245）÷2,004 

=－26.4％÷10 年≒－2.6% 減少率 － 14.2 14.2 
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  ④営農類型数 

    ・個別経営体は、7 営農類型、組織経営体 1 営農類型を設定する。 

個別経営体の営農類型            組織経営体の営農類型 

営農類型 ながいも＋水稲 

果樹＋水稲 

葉たばこ＋水稲 

にんにく＋水稲 

花き＋水稲 

肉用牛 

野菜 

 

 

 

 

 

 

 

営農類型 

 

 

 

 

 

 

水稲＋大豆 

 

 

 

 

 

 
（５）新規就農者等の基本的指標 

  ①経営規模 

    ・目標所得を確保しうる規模とする。 

 
  ②技術体系 

    ・基本技術の励行と安定生産を目指し、生産技術の習得を最優先することとする。 

 
  ③地区区分 

    ・地区は定めないこととする。 

 
  ④営農類型数 

    ・個別経営体 7 営農類型を設定する。 

個別経営体の営農類型 

営農類型 ながいも＋水稲 

果樹＋水稲 

葉たばこ＋水稲 

にんにく＋水稲 

花き＋水稲 

肉用牛 

野菜 

 
（６） 担い手の農用地利用シェア 

① 平成22年度の耕地面積5,310haで過去5年間の平均減少率から算出0.56%から算出し設定する。 

ｱ)耕地面積 

 平成 22 年の耕地面積は、5,310ha で過去 5 年間の減少率 0.56%となっており、このまま減少

が続くと平成 32 年には、5,012ha と推定される。 

・将来の耕地面積=耕地面積－耕地面積×減少率×10 年 
  5,012≒5,310－｛(5,310×0.56%)×10 年｝ 
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・水田の耕地面積 

  2,229≒2,293－｛(2,293×0.28%)×10 年｝ 

ｲ)今後育成すべき経営体の農地利用シェア 

 全農地に対するシェア うち水田シェア 

耕地面積 担い手利用 シェア 耕地面積 担い手利用 シェア

現在の農地(H22) 5,310 1,431 27 2,293 477 21

将来の農地(H32) 5,012 2,005 40 2,229 669 30

シェアの目標 40 30 

ｳ)農地流動化必要面積 

 現在の担い手への集積面積は、1,431ha となっており、平成 32 年度の全農地の目標シェアを

40%とすると、将来の担い手への集積面積は 2,005ha となり、多く集積する必要がある。 

 

 
 



（７）経営体の経営指標

　[個別経営体]

営 農 類 型

ながいも+水稲 ①家族労働力3人（年間延べ雇用日数100日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 5,000

2.0

1.3

0.3

0.5

0.3

4.4

果樹+水稲 ①家族労働力3人（年間延べ雇用日数150日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 6,000

2.0

2.0

0.1

0.5

4.6

葉たばこ+水稲 ①家族労働力3人（年間延べ雇用日数130日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 5,000

2.0

1.75

3.75

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  2.0　　　2.4　　　4.4(1.0)ha

6,000

概　　　　　　　　　　　　　要

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  2.0　　　2.6　　　4.6(1.0)ha

ごぼう

緑肥

計

所得

労働時間
うち家族

作　　目

水稲

ながいも

ながいも（種子）

作　　目 所得

水稲 労働時間
うち家族

6,000
りんご

計

おうとう

梅

計

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  2.0　　　1.75　　3.75(1.0)ha

5,520
葉たばこ

作　　目 所得

水稲 労働時間
うち家族
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営 農 類 型

にんにく+水稲 ①家族労働力2.5人（年間延べ雇用日数120日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 5,800

1.0

0.6

0.2

0.1

0.3

2.2

花き+水稲 ①家族労働力2.5人（年間延べ雇用日数80日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 5,000

1.0

0.2

0.2

0.2

0.05

1.65

肉用牛 ①家族労働力2人（年間延べ雇用日数150日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 3,800

55頭

3.0

3.0計

5,840
（肥育・黒毛和種）

デントコーン

作　　目 所得

肉用牛 労働時間
うち家族

ながいも（種子）

計

②経営面積　　　　　牧草地　  合計

（　）はうち借地　  3.0　　　3.0(1.0)ha

秋菊

ながいも

作　　目 所得

水稲 労働時間
うち家族

労働時間
うち家族

作　　目

水稲

にんにく

ながいも

4,800
夏菊

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  1.0　　　1.2　　　2.2(0.5)ha

5,600

概　　　　　　　　　　　　　要

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  1.0　　　0.65　　1.65(0.5)ha

ながいも（種子）

緑肥

計

所得
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営 農 類 型

野菜 ①家族労働力3人（年間延べ雇用日数50日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 5,800

0.5

0.15

0.3

0.2

0.7

0.7

0.3

2.85

　[組織経営体]

水稲+大豆 ①構成員3.0人（常用雇用0人　臨時雇用日数162日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 27,600

30.0 (6,300)

1.5 18,100

30.0 0

(30.0) 報酬 1,620

労働時間 1,728

61.5 (1,728)計

水稲作業受託

　うち転作助成金

生産費

利潤

(うち構成員)

　普通畑

大豆

(耕起・田植・刈取)

労働時間
うち家族

作　　目

緑肥

②経営面積　　　　　普通畑　  合計

（　）はうち借地　  2.85　　　2.85(　)ha

6,000

だいこん（秋）

ながいも

ながいも（種子）

にんにく

作　　目 粗収益

水稲

概　　　　　　　　　　　　　要

②経営面積　　　　　水田　  合計61.5（61.5)ha

（　）はうち借地　  61.5　　　61.5(61.5)ha

ごぼう

だいこん（春）

計

所得
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（８）新規就農者の経営指標

　[個別経営体]

営 農 類 型

ながいも+水稲 ①家族労働力3人（年間延べ雇用日数100日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 2,700

2.0

1.3

0.3

0.5

0.3

4.4

果樹+水稲 ①家族労働力3人（年間延べ雇用日数150日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 2,800

2.0

2.0

0.1

4.1

葉たばこ+水稲 ①家族労働力3人（年間延べ雇用日数130日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 3,000

1.5

1.0

2.5計

作　　目

（　）はうち借地　  1.5　　　1.0　　2.5(1.0)ha

作　　目

所得

水稲 労働時間
うち家族

5,520
葉たばこ

おうとう

計

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

所得

水稲 労働時間
うち家族

6,000
りんご

ながいも（種子）

ごぼう

緑肥

計

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  2.0　　　2.1　　　4.1(1.0)ha

概　　　　　　　　　　　　　要

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  2.0　　　2.4　　　4.4(1.0)ha

作　　目 所得

水稲 労働時間
うち家族

6,000
ながいも
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営 農 類 型

にんにく+水稲 ①家族労働力2.5人（年間延べ雇用日数120日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 3,000

1.0

0.3

0.2

0.1

0.3

1.9

花き+水稲 ①家族労働力2.5人（年間延べ雇用日数80日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 2,900

1.0

0.1

0.1

0.1

0.05

1.35

肉用牛 ①家族労働力2人（年間延べ雇用日数150日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 3,000

45頭 

3.0

3.0

デントコーン

計

作　　目

（　）はうち借地　  3.0　　　3.0(1.0)ha

作　　目

所得

肉用牛 労働時間
うち家族

5,840
（肥育・黒毛和種）

秋菊

ながいも

ながいも（種子）

計

②経営面積　　　　　牧草地　  合計

所得

水稲 労働時間
うち家族

4,800
夏菊

ながいも

ながいも（種子）

緑肥

計

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  1.0　　　0.35　　1.35(0.5)ha

概　　　　　　　　　　　　　要

②経営面積　　　　　水田　  普通畑　  合計

（　）はうち借地　  1.0　　　0.9　　　1.9(0.5)ha

作　　目 所得

水稲 労働時間
うち家族

5,600
にんにく
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営 農 類 型

野菜 ①家族労働力3人（年間延べ雇用日数50日）

③経営規模 ④経営収支 （千円、時間）

面積 3,000

0.5

0.15

0.2

0.2

0.3

0.3

0.3

1.95

にんにく

ごぼう

だいこん（春）

だいこん（秋）

緑肥

計

概　　　　　　　　　　　　　要

②経営面積　　　　　普通畑　  合計

（　）はうち借地　  1.95　　　1.95(　)ha

作　　目 所得

ながいも 労働時間
うち家族

6,000
ながいも（種子）
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